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               公立大学法人神戸市看護大学理事長 北 徹  

公立大学法人神戸市看護大学細則第３号 

公立大学法人神戸市看護大学職員の勤務時間，休日，休暇等に関する規程施行細

則（2019年４月細則第11号）の一部を改正する細則 

（改正前） （改正後） 

（常勤職員等の年次有給休暇） 

第 13条  常勤職員等の規程第 21条第１項

に規定する細則で定める日数は，１の

年度において20日とする。 

２  前項の規定にかかわらず，次の各号

のいずれかに該当する常勤職員等の年

次有給休暇の日数は，それぞれ当該各

号に定める日数とする。 

⑴，⑵ 略 

３  前項第１号の規定にかかわらず，前

年度中の欠勤日数が 60日以内の常勤職

員等に対しては，１の年度を通じて 20

日の年次有給休暇を与える。 

４  第２項第２号の規定にかかわらず，

４月１日に採用され，又は復職する常

勤職員等に対しては，１の年度を通じ

て20日の年次有給休暇を与える。 

５  短時間勤務職員（常勤職員等に限

る。以下この条において同じ。）の年次

有給休暇の日数は，前各項の規定にか

かわらず，次の各号に掲げる職員の区

分に応じ，当該各号に定める日数とす

る。ただし，その日数が労働基準法

（昭和 22年法律第 49号）第 39条の規定

により付与すべきものとされている日

（年次有給休暇） 

第 13条  職員の規程第 21条第１項に規定

する細則で定める日数は，１の年度に

おいて20日とする。 

２  前項の規定にかかわらず，次の各号

のいずれかに該当する職員の年次有給

休暇の日数は，それぞれ当該各号に定

める日数とする。 

⑴，⑵ 略 

３  前項第１号の規定にかかわらず，前

年度中の欠勤日数が 60日以内の職員に

対しては，１の年度を通じて 20日の年

次有給休暇を与える。 

４  第２項第２号の規定にかかわらず，

４月１日に採用され，又は復職する職

員に対しては，１の年度を通じて 20日

の年次有給休暇を与える。 

５  短時間勤務職員（常勤職員等に限

る。以下この条において同じ。）の年次

有給休暇の日数は，前各項の規定にか

かわらず，次の各号に掲げる職員の区

分に応じ，当該各号に定める日数とす

る。ただし，その日数が労働基準法

（昭和 22年法律第 49号）第 39条の規定

により付与すべきものとされている日



数を下回る場合には，同条の規定によ

り付与すべきものとされている日数と

する。 

⑴ 略 

⑵  規程第５条第２項第２号に規定す

る育児短時間職員（以下「育児短時

間職員」という。）（常勤職員等に限

る。以下この条において同じ。）のう

ち勤務時間が19時間30分であるもの 

 １の年度につき11日 

６ 略 

７  公立大学法人神戸市看護大学職員の

職務に専念する義務の特例に関する規

程（ 2019年４月規程第 66号）第２条第

14号の規定により職務に専念する義務

を免除されて国，地方公共団体又はそ

の他の団体（以下この項において「団

体等」という。）に勤務を命ぜられてい

た常勤職員等の年次有給休暇の日数に

ついては，当該団体等に勤務を命ぜら

れていた間も本法人に勤務していたも

のとみなして，前各項により定められ

る日数とする。この場合において，当

該常勤職員等が当該団体等から与えら

れた年次有給休暇及び当該常勤職員等

の当該団体等に対する欠勤は，当該常

勤職員等が本法人から与えられた年次

有給休暇及び当該常勤職員等の本法人

に対する欠勤とみなす。 

８ 略 

（契約事務職員等の年次有給休暇） 

第 14条  規程第２条第２号に規定する契

約事務職員等（指定契約事務職員等を

数を下回る場合には，同条の規定によ

り付与すべきものとされている日数と

する。 

⑴ 略 

⑵  規程第５条第２項第２号に規定す

る育児短時間職員（以下「育児短時

間職員」という。）（常勤職員等に限

る。以下この条において同じ。）のう

ち勤務時間が 19時間 30分であるもの 

１の年度につき11日 

６ 略 

７  公立大学法人神戸市看護大学職員の

職務に専念する義務の特例に関する規

程（ 2019年４月規程第 66号）第２条第

14号の規定により職務に専念する義務

を免除されて国，地方公共団体又はそ

の他の団体（以下この項において「団

体等」という。）に勤務を命ぜられてい

た職員の年次有給休暇の日数について

は，当該団体等に勤務を命ぜられてい

た間も本法人に勤務していたものとみ

なして，前各項により定められる日数

とする。この場合において，    当

該職員    が当該団体等から与えら

れた年次有給休暇及び当該職員 

の当該団体等に対する欠勤は，当該職

員が本法人から与えられた    年次

有給休暇及び当該職員の本法人に対す

る欠勤とみなす。 

８ 略 

 

第14条 削除 

 



除く。）（以下「契約事務職員等」とい

う。）の規程第21条第１項に規定する細

則で定める日数は，１の年度において

労働基準法第 39条の規定により付与す

べきものとされている日数とする。 

２  規程第 21条第１項及び第２項並びに

第１項から第４項までの年度とは，４

月１日に始まり，翌年３月 31日に終わ

るものとする。 

（病気休暇） 

第 15条  病気休暇の期間は，次の各号に

掲げる職員の区分に応じ，当該各号に

掲げる日（規程第６条第１項に規定す

る週休日及び規程第８条第１項に規定

する職員の休日を含む。）の範囲内で，

医師の証明等に基づき最小限度必要と

認める期間とする。ただし，取得した

病気休暇の末日から６月（休職の期

間，育児休業の期間，１日を単位とす

る介護休暇の期間，停職の期間，自己

啓発休業等の期間，配偶者同行休業の

期間及び高齢者部分休業の承認を受け

て１回の勤務に割り振られた勤務時間

の全てを勤務しない日を除く。）以内に

再び病気休暇を取得する場合には，前

の病気休暇の期間を通算する。 

⑴ 略 

⑵ 契約事務職員等 10日 

 

 

 

（常勤職員等の夏季休暇） 

第 26条  常勤職員等が夏季において願い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（病気休暇） 

第 15条  病気休暇の期間は，次の各号に

掲げる職員の区分に応じ，当該各号に

掲げる日（規程第６条第１項に規定す

る週休日及び規程第８条第１項に規定

する職員の休日を含む。）の範囲内で，

医師の証明等に基づき最小限度必要と

認める期間とする。ただし，取得した

病気休暇の末日から６月（休職の期

間，育児休業の期間，１日を単位とす

る介護休暇の期間，停職の期間，自己

啓発休業等の期間，配偶者同行休業の

期間及び高齢者部分休業の承認を受け

て１回の勤務に割り振られた勤務時間

の全てを勤務しない日を除く。）以内に

再び病気休暇を取得する場合には，前

の病気休暇の期間を通算する。 

⑴ 略 

⑵  規程第２条第２号に規定する契約

事務職員等（指定契約事務職員等を

除く。）（以下「契約事務職員等」と

いう。） 10日 

（夏季休暇） 

第 26条  職員が夏季において願い出た場



出た場合には，次の区分により，夏季

休暇を与える。 

⑴  ６月１日現在在職する常勤職員等

（休職中の者及び引き続き１月以上

欠勤中の者を除く。）  ６月１日から

９月30日までの間において５日 

⑵，⑶ 略 

２  前項の規定にかかわらず，短時間勤

務職員（常勤職員等に限る。）について

は，前項各号において割り振られた日

数に１週間の勤務日の日数を乗じて得

た数を５で除して得た日数（１日未満

の端数があるときは，これを四捨五入

して得た日数）の夏季休暇を与える。 

３  業務上の都合等により，夏季休暇を

９月 30日までに与えることができない

常勤職員等については，理事長の承認

を得て， 10月 31日までその期間を延長

することができる。  

（契約事務職員等の夏季休暇） 

第 27条  契約事務職員等（休職中の者及

び引き続き１月以上欠勤中の者を除

く。）が夏季（６月１日から９月 30日ま

での間をいう。）において願い出た場合

には，次の区分により，夏季休暇を与

える。 

⑴  継続した勤務が１年未満のもの 

３日 

⑵  継続した勤務が１年以上２年未満

のもの ４日 

⑶  継続した勤務が３年以上のもの 

５日 

２  前項の規定にかかわらず，短時間勤

合には，次の区分により，夏季休暇を

与える。 

⑴  ６月１日現在在職する職員（休職

中の者及び引き続き１月以上欠勤中

の者を除く。） ６月１日から９月 30

日までの間において５日 

⑵，⑶ 略 

２  前項の規定にかかわらず，短時間勤

務職員（常勤職員等に限る。）について

は，前項各号において割り振られた日

数に１週間の勤務日の日数を乗じて得

た数を５で除して得た日数（１日未満

の端数があるときは，これを四捨五入

して得た日数）の夏季休暇を与える。 

３  業務上の都合等により，夏季休暇を

９月 30日までに与えることができない

職員については，理事長の承認を得

て， 10月 31日までその期間を延長する

ことができる。  

 

第27条 削除 

 



務職員（契約事務職員等に限る。）につ

いては，前項各号において割り振られ

た日数に１週間の勤務日の日数を乗じ

て得た数を５で除して得た日数（１日

未満の端数があるときは，これを四捨

五入して得た日数）の夏季休暇を与え

る。 

３  業務上の都合等により，夏季休暇を

９月 30日までに与えることができない

契約事務職員等については，理事長の

承認を得て， 10月 31日までその期間を

延長することができる。 

附 則  

この細則は，公布の日から施行し，2022年４月１日から適用する。 

  


